
財務指標名 指標の視点 指標の説明 算出式

1 流動比率 短期安定性 流動負債に対する流動資産の占める割合 流動比率＝流動資産÷流動負債×100（％）

2 純資産比率 長期安定性 資産総額に対する自己資本の占める割合 純資産比率＝純資産÷資産総額×100（％）

人件費率 コスト合理性 正味の事業活動収入に対する人件費支出総額
の占める割合

人件費比率＝（人件費支出＋福利厚生費＋退職給与引当金繰入－退職給与引当金戻入＋賞
与引当金繰入－賞与引当金戻入）÷（事業活動収入－寄附金収入－雑収入－借入金元金償
還補助金収入－国庫補助金等特別積立金取崩額）×100（％）

委託費率 正味の事業活動収入に対する委託費支出（派
遣職員委託費、給食調理委託費等）の占める
割合

委託費比率＝委託費支出÷（事業活動収入－寄附金収入－雑収入－借入金元金償還補助金
収入－国庫補助金等特別積立金取崩額）×100（％）

（人件費＋委託費）比率 上記人件費率＋委託比率

4 固定長期適合率 長期安定性 長期資本に対する固定資産の占める割合 固定長期適合率＝固定資産÷（純資産＋固定負債）×100（％）

5 経常活動収支差額率 収益性 経常活動収入に対する経常収支差額の占める
割合

経常収支差額率＝経常活動収支差額÷（事業活動収入＋事業活動外収入－借入金元金償還
補助金収入）×100（％）

6 事業活動収入対借入金比
率

借入割合 正味の事業活動収入に対する運転資金借入金
の占める割合

（短期運転資金借入+長期運転資金借入）÷（事業活動収入－寄付金－雑収入－借入元金
償還補助金収入）×100（％）

7 労働分配率 コスト合理性 法人の限界利益に対する人件費の占める割合 法人労働分配率＝（人件費支出＋福利厚生費＋退職給与引当金繰入－退職給与引当金戻入
＋賞与引当金繰入－賞与引当金戻入）÷（（事業活動収入－寄附金収入－雑収入－借入金
元金償還補助金収入－国庫補助金等特別積立金取崩額）－（事業費支出＋委託費＜事務費
＞＋（減価償却費－国庫補助金等特別積立金取崩額））×100（％）

8 当期活動収支差額 収支状況 ※計算不要（事業活動収支計算書からの抽出）

9 次期繰越活動収支差額 収支状況 ※計算不要（事業活動収支計算書からの抽出）

10 経常活動資金収支差額 収支状況 ※計算不要（資金収支計算書からの抽出）

11 当期末支払資金残高 短期安定性 ※計算不要（資金収支計算書からの抽出）

3

参考資料６財務分析に用いる指標（例）

主要指標：経営分析・評価において特に重要で、客観的な評価が考えられる指標
参考指標：主要指標と組み合わせて分析することで更なる理解と評価に資すると考えられる指標

観点 主要指標 参考指標

全体 利用者一人当たりサービス活動費用

職員一人当たり人件費

利用者一人当たり職員数

常勤職員割合

定員一人当たり設備資産取得価額

固定資産老朽化率

職員一人当たりサービス活動収益

補助金事業収益

稼働状況 施設稼働率 区分別利用者構成比率

人員 利用者一人当たり人件費

設備 定員一人当たり床面積

収益性 利用者一人当たりサービス活動収益

施設を単位とした指標（例） 特別養護老人ホームや指定障害者支援施設、保育所等施設ごとに算出する指標


